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ドラッカー著『マネジメント』における 
「日本型経営」論とその関連の経営学各論 
Japanese Way of Management and the related details 
in Drucker’s Management 
 
東洋大学経営力創成研究センター 研究員 河野 大機 
 
要旨 
 ドラッカーは，74 年著書でとくに日本の経験を強調してきた。その理由は，欧
米の経営者のほとんどが日本の経営や組織を理解していないということにあるの
みならず，非欧米である日本という先進国が，その共通課題（たとえば，利潤性
決定，仕事と労働者の管理，あるいは意思決定） に取り組んでいる欧米とは，非
常に異なった方法をしばしばとっているのを理解することが，欧米の経営者自身
の行なおうとしていることをよりよく理解するのに役立つであろうということに
ある。ドラッカーが，それらを，自らの理論や主張の傍証として，あるいは出発
点として，活用することによって，日本の経営のみならず世界の各地の経営も合
理化することを志向してきている，と解釈する。 
 
キーワード（Keywords）: 日本企業に必要な利潤性（the profitability needed 
by a Japanese company），必要最小利潤性（a 
needed minimum profitability），将来形成費用（the 
cost of the future），経営体存続費用（the cost of 
staying in business or society），日本の労働と労働
者の組織（Japan’s organization of working and 
worker），責任労働者（a responsible worker），経
営責任（managerial responsibility），日本人の意思
決定法（the Japanese method of decision-making），
効果的な意思決定（the effective decision），意思決
定における問題の解明（defining the question in 
decision-making） 
 
Abstract 
P.F.Drucker has particularly stressed the Japanese experience, because an 
understanding of the very different ways in Japan may help managers in the 
West tackling common tasks (e.g., the determination of profitability, the 
organization of work and worker, or the making of decisions). He makes use of 
the Japanese ways to provide evidence or starting point to his general theory. 
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はじめに 
「経営の日本的アプロ－チは，多くの分野で西欧人には学ぶ価値が十分ある」と
提言していたのは，ドラッカーである（Drucker, P.F.,1974.野田･村上監訳上巻，
1974：「日本語版序文」16）。 
それでは、それは，どのような内容のものなのであろうか。また，経営一般論・
経営学一般論においていかなる意義をもちうるのであろうか。この点を明らかに
することを，本稿の目的とする。 
 
1.ドラッカーの「経営の日本的アプロ－チ」論 
1.1 学問としてのマネジメント 
第 2 次世界大戦後からの 4 半世紀にわたったマネジメント･ブ－ムとその教訓
をとりあげたドラッカーの 1974 年著の第 2 章と「まえがき」では，次のような
ことが示された，とわれわれは理解し解釈している。産業社会･企業時代において
マネジメント･ブ－ムを主導した企業経営の特性，さらには組織社会における各種
経営体の経営の特性として，課題（tasks）･学問（discipline）･文化（culture）･
人間（people）･実践（practice）の各面があげられ，同時に，これらに応じて経
営理論の叙述法（組織社会におけるもの）も述べられている。これらのうち先ず
学問としてのマネジメントの面を，本稿との関連で，以下においてとりあげるこ
とにする。 
「本書の主題は，経営というものが，あらゆる近代社会および経済において，
誰かによって果たされねばならない一般的・普遍的な職能である」（同監訳上巻：
「日本語版序文」5）。こうしたマネジメントの｢秘密｣を学ぶために各国の企業経
営者たちは，｢生産性ティーム｣を創設してアメリカに派遣した。企業経営を多く
の人が話題にし，企業経営を多くの人が研究し実践するようになった。戦後の産
業社会･企業時代における各企業の経営者は経済と社会の再建のために，さらには
1970 年代以降とされる多元的な組織社会における各種経営体の経営者はそれぞ
れのところで実績をあげるためには，現在において行動しなければならなかった。
科学者が研究を終えるまで待っていられなく，今わかっていることをたとえ僅か
なものでも活用せざるをえなかった。このように未知のものが既知のものに変化
させられ蓄積され体系化されていく企業経営さらには各種経営体経営の在り方は，
1 つの独立した学問領域を形成することになった。この意味からすると，企業経
営さらに各種経営体経営は学問の問題でもある。学問としての経営理論を展開す
るには，既知の体系だった知識の集まりを提示して，どこにでも適用させるとと
もに，あるいはそれよりもむしろ，未知の必要な分野への最初の接近方法を開発
し，新しい課題を成し遂げ新しい挑戦にこたえるための方針･原則･職務･知識･技
能などを検討して，応用させること，が必要である。これらの点を十分に意識し
て，ドラッカーの一般理論としての『マネジメント』も書かれたとされている
（Drucker,1974：ⅺ-ⅻ. 野田・村上監訳上巻，1974：「まえがき」30-31）。 
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1.2 各国あるいはその経営者が学びうる文化としてのマネジメント 
 マネジメント・ブームが発生しその絶頂期にいたると，「世界のアメリカ化」「マ
ネジメントのアメリカ化」が語られた。しかしながら、アメリカの価値観等に条
件づけられて生まれたマネジメントが，外国でも受容されたのは，経済的復興や
業績向上のためであり，また，受容国の価値観･信条･伝統･慣習が同時に生かされ
強化されるという形においてであったのである。この意味からすると，企業経営
さらには各種経営体経営は文化の問題なのである。「マネジメントは，『価値観か
ら解放された科学』ではない」とされた。文化としての経営理論を展開するには，
各国各人種の経営者が他者を知り自己を再認識して自身を高められるような実例
を，経営についての世界中の多極的な発生源において提示することが必要である。
この点を十分に意識して，ドラッカーの『マネジメント』も書かれたとされてい
る（Ibid.：ⅹⅲ；同監訳上巻：「まえがき」31-32）。 
「私・ドラッカーは，最近 15 年間，自分の視野を意識的に広げて，アメリカ
以外（とくにイギリス，西ヨーロッパ，日本，中南米）の経営者と一緒に仕事を
するようにしてきた。私は，アメリカの内外にわたってマネジメントを研究する
努力をしてきた。本書には，まだまだアメリカ臭が強く残っているとはいえ――
このことは避けられないことであるが――，私は，経営者の任務・経営者の仕事・
経営者の組織・経営者の考え方を文化ならびに社会と関係づけ，また，マネジメ
ントを特定の国に限定されたものよりはむしろ，世界的な範囲のものとして，と
くに実例ならびに例証の形で提示するように努めてきている。……要するに，本
書全体を通じた基本的な信念は，各国の経営者が，他国の最良の経営者から提供
されるものを学ぶことができ，また学ぶ必要がある，ということである。」 
 
1.3「経営の日本的アプロ－チ」 
 「経営の日本的アプロ－チ」について，ドラッカーはつぎのように述べている
（Drucker,1974：ⅹⅲ；野田・村上監訳上巻，「まえがき」32）。「私・ドラッカー
は，とくに日本の経験を強調してきた。その理由は，欧米の経営者のほとんどが
日本の経営や組織を理解していないということにあるのみならず，非欧米である
日本という先進国が，その共通課題（たとえば，利潤性決定，仕事と労働者の管
理，あるいは意思決定） に取り組んでいる欧米とは，非常に異なった方法をしば
しばとっているのを理解することが，欧米の経営者自身の行なおうとしているこ
とをよりよく理解するのに役立つであろうということにある*。」（*このために，
私は参考文献表のなかに，日本の経営に関する独立の著書リストを含めたのであ
る） 
 それでは，ドラッカーが「まえがき」において，文化としてのマネジメントで
示したこれら３つの「経営の日本的アプロ－チ」は，「本文」においてどのような
ものとして論述されているのであろうか。「利潤性決定」は経営課題の 1 つたる
事業のマネジメント（さらには経営体全体のマネジメントと解釈），「仕事と労働
者の管理」は経営課題の 1 つたる仕事と労働者のマネジメント，として第１部で
とりあげられた。経営的「意思決定」は経営管理者に関連したもののなかで能力
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の 1 つとして，第 2 部でとりあげられた。 
なお，これらについてドラッカーは「但し書き」もそえている。「もし可能なら
ば、私は日本の読者に対しても、せつに次のことをお願いしたい。すなわち，皆
様方が私自身の日本に対する無知を厳しく批判しながらも，なお私の見解を一人
の外国人が日本と日本の経営をどのように見ているかのサンプルとして，また，
彼（＝一人の外国人としての私――河野補記）が日本の経営慣行のうち何を重視し
価値あるものとしているかを知る手がかりとして検討の材料にしてくださること
を，せつに希望したい。」（Drucker,1974；野田･村上監訳上巻、1974「日本語版
序文」：8） 
それでは，ドラッカーが「まえがき」において，文化面としてのマネジメント
で示したこれら 3 つの「経営の日本的アプロ－チ」は，経営一般論・経営学一般
論においていかなる意義をもっているのであろうか。それぞれについて，つぎの
第 2･3･4 節において考察していくことにする。 
 
2.ドラッカーの「利潤性決定」論の意義 
2.1 利潤性決定についての「日本的アプロ－チ」 
利潤性あるいは利潤を 8 つの経営体存続目標における１つとして，ドラッカー
はあげている。その利潤性を，日本の経営者が，「最大限概念よりも最小限概念」
（a minimum rather than a maximum concept),｢持つのが望ましく素晴らし
いものというよりはむしろ必要なもの」（as a need, rather than as something 
desirable and nice to have）としている，とドラッカーは捉えた（Drucker, 1974：
114；野田・村上監訳上巻，1974：186，187）。それはつぎのような日本の歴史
状況による，とドラッカーが見ていたからである。 
「歴史の偶然ではあるが，利潤が最大の概念というよりは最小の概念である，
ということを理解している唯一の経済は，日本の経済である。･･････19 世紀の日
本には資本市場がなかった。また，銀行は，主に産業人グループによって創設さ
れて，そうした産業人グループに資本を提供していた。」そこで，日本の企業やそ
の経営者は，つぎのようなものとして捉えられることになる。「日本の会社にとっ
て必要な利潤性は，銀行が預金を誘引して自身の運営費用を支払い，そして自身
のリスクを補填するために必要なものとなる。･･････したがって，日本の経営者
にとって経営生活の中心になるものは，自分の信用を維持するに足るようなマー
ジンをあげて，少なくとも銀行借入の利子の支払をできるように稼得しなければ
ならないということである。（原文改行）したがって日本の経営者は，必要運用資
本を最小にする
．．．．．
という，明確な狙いをもって出発している。日本の経営者は，利
潤を，持つのが望ましく素晴らしいものというよりは，必要なもの，として見て
いる。･･････日本の経営者は，歴史の偶然によって，利潤がもっている機能を理
解し，自己の企業の存続と成長がかかっている利潤性を得るために，欧米人に比
べて合理的に意図的に計画しがちな立場にある。」この点について，日本の企業が，
自己の存続と成長に必要な資金を銀行借入によって調達し，その支払利子に対応
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した利潤性を最小限獲得しなければならないと考えていた，とドラッカーが理解
していた，とわれわれには解釈できる。 
以上のことを示した「日本の例」（The Japanese Example）(1)（Ibid.：114-116；
同監訳上巻：186-188）という項目は，「利潤は必要なものであり限定条件である」
（Profit as a Need and a Limitation）（Ibid.：114．同監訳上巻：185-186）とい
う項目の次におかれている。したがって，この利潤性決定の「日本的アプロ－チ」
は，ドラッカーが主張した，必要なもの，限定条件，最小概念，としての利潤・
利潤性を，傍証するものとして提示されたものである，と解釈されることになる。 
 
3.2ドラッカーの利潤決定論とその意義 
 「利潤は必要なものであり限定条件である」という項目では，つぎのように述
べられている。「以上のような 7 つの経営体存続の基幹分野での目標が十分に検
討され設定された後にはじめて，経営体は『どれだけの利潤性が必要になるのか』
という問題に取り組むことができるようになれる。どの目標を達成するにも，大
きなリスクを伴うからである。また，どの目標を達成するにも，努力を必要とし，
それは費用を意味している。したがって利潤は，経営体の目標達成をまかなうた
めに必要になる。いいかえると，利潤は経営体の存続条件である。利潤は将来形
成費用（the cost of the future），つまり経営体継続費用（the cost of staying in 
business）である。（原文改行）これまで論じて来た 7 つの基幹的諸分野での目標を
実現するに足る利潤をあげている企業は，存続の手段を持っている企業である。
これに反して，基幹的諸分野から要求される利潤性に不足している企業は，限界
的で危ない企業である。」こうした「経営体継続費用」としての利潤は，「必要最
小利潤性」（a needed minimum profitability）を示すものとされている。「そし
て，この必要最小が、多くの会社では，その実際の利潤成果はもちろんのこと，
その利潤性目標に比べてみても，かなり上回ることになる場合もあろう。」すなわ
ち，以上のドラッカーの考え方は，実践には基づいているが，存続をめざしてい
るので，現在と将来の両方を志向した経営体存続の在るべきものを合理的に導い
たものでもある，と解釈できることになる。 
 しかも，必要最小の限定条件としての利潤･利潤性の中身に関連したことについ
て，ドラッカーはつぎのように主張している。「これまで議論した 7 つの基幹分
野での経営体の目標達成を支えるのに必要な利潤性とは，(ⅰ)経営体継続費用を
まかなうための『リスク保険料』，(ⅱ)明日の職務・職場をつくるための資本の源
泉，(ⅲ)イノベーションと経済成長のための資本の源泉である」。そして，利潤に
はつぎに示されるような 4 つの機能があるとされていたものである（Ibid.：
71-73；同監訳上巻：112-114）が，これらと上述の(ⅰ)(ⅱ)(ⅲ)とをわれわれは
ここで対応させてみることにする。第１の機能は、それが業績の判定者であるの
は，「利潤は，マーケティング，イノベーション，生産性向上をおこなった結果で
ある」からであるので，（ⅲ)も含むと理解される。第 2 の機能は，不確実性とい
うリスクを補填するための保険料であり，上述の(ⅰ)を含んでいる。第 3 の機能
は，「今日よりも数多い職務・職場と，より良い職務・職場を，明日つくるための
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資本を供給すること」であり，上述の(ⅱ)に対応する。第 4 機能は，「保険・国
防・教育・オペラという社会の経済的満足とサービスを支弁する」ことであり，
納税および寄付にあたるものであるとわれわれは理解する。この第 4 機能を将来
のものも含むとすれば，上述の(ⅳ)と一部は重なる，とわれわれは解釈する。し
たがって，以上により，ドラッカーの利潤は「経済的機能と社会的機能にふさわ
しいだけの利潤性」（the profitability needed to fulfill the social and economic 
function of profit）ということになる。これは，われわれが“the cost of the future”
を，たんに〈事業経済継続費用〉と訳すのではなく，幅広く〈将来形成費用〉と
訳し，また“the cost of staying in business”を，たんに〈事業経済継続費用〉
と訳すのではなく，幅広い全体的な〈経営体継続費用〉と訳し，しかも社会にお
けるものと解釈するに至った根拠なのである。 
社会における経営体継続費用の中身については，つぎのように解釈している（河
野，1994，2007）。(1)事業継続費用（①事業資源の取替費用・②事業資源の陳腐
化費用・③事業関連の各種リスクのための保険費用・④事業関連の各種リスクの
不確実性のための保険費用・⑤資本〔資金〕継続費用（平均的な利率下での試算
利子額と幸運にも低利率で借りられた場合の支払利子額との差額を積み立ててお
いて高利子になった場合に差額利子を補填しうる部分）），（2)労働（＝仕事･職
場）・年金継続費用（前者は（1)の③④のうちの革新リスク･不確実性の保険料と
重なる部分がある），（3)社会経済継続〔＝新陳代謝〕費用＝買収･合併･合弁準備
費用，（4)社会費用（当期費用と将来用）の当該経営体負担分（税金分および寄付
分と解釈される）である。（1)は事業の面，（2)は人間･社会の面，（3)は社会と事
業の両面，（4)は社会の面を，取締役会と最高経営者による最高経営･全般経営（統
治の面）において考慮したものであり，それゆえ（1)～（4)は社会における経営
体全体の継続費用という経済の面の問題である，とわれわれは解釈することにな
る。したがって，われわれは，ドラッカーの「利潤決定論」は，日本的経営のみ
ならず世界の各地の経営も合理化することを志向していた，と理解することに
なったのである。 
 
3.ドラッカーの責任労働者・経営組織論の意義 
3.1 責任労働者･経営組織についての「日本的アプロ－チ」 
 「日本の労働と労働者の組織」（Japan’s organization of working and worker）
を，ドラッカーは 74 年著の第 20 章「成功物語：日本，ツァイス，IBM」のなか
で，中心に位置づけて考察している。しかも，「それらの根底にある考え方が特別
に『日本的』であるとはいえない（are not specifically “Japanese”）ということ
は，類似の考え方が欧米においても採られていて，同等の効果がえられたという
実例によって，証明される」（Drucker, 1974：258；野田・村上監訳上巻，1974：
427）として，ツァイス（the Zeiss Optical Works）と IBM の例示を追加してい
る。そして，その章は，つぎのような言葉で結ばれている。「日本人やツァイスの
アッベ（Ernst Abbe）や IBM の先代ワトソン（Thomas Watoson,Sr.）は，責任．．
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の組織化
．．．．
（organizing responsibility）にもとづいた労働と労働者の経営を行ったの
である」（Ibid.：265．同監訳上巻：437）。したがって，こうした「日本的アプロ
－チ」は，ドラッカーが 54 年著でも主張していた責任労働者･経営組織論を，傍
証するものとして提示されたものである，と解釈されることになる。 
 こうした「日本的アプロ－チ」について，ドラッカーは，責任労働者･経営組織
論に直接関係しないものを含みつつも，つぎのような事柄をあげている。①労働
者は，IE（Industrial Engineer）マンや機械･工具の技術者や監督者の資源とし
て位置づけられ，労働者自身のもてる体験や知識や資料を個人レベルでも集団レ
ベルでも提供する情報源とされ，それに対応した責任ももっている。②労働者は，
継続的な学習や自己改善をするものとして期待され，自己の職務のみならず，同
僚や部門や経営体全体との関係にも，関心をもつようにされている。③労働者は，
「上位に対する責任」（upward responsibility）や経営体全体に対する責任，を
もっている。④労働者は，職務および所得の保証と労働力および労働費用の弾力
性･適応性とを同時に満たすような雇用制度のもとにある。⑤労働者は，各人の必
要性に応じた福利厚生制度のもとにある。最後の④⑤は，責任そのものの中身と
いうよりはむしろ，責任感を鼓舞する補強条件である，と解釈される。 
 
3.2 ドラッカーの責任労働者･経営組織論の意義 
 第 20 章「成功物語：日本，ツァイス，IBM」に続く章は，第 21 章「責任労働
者」（The Responsible Worker）である。その結論は，つぎのように述べられて
いる。一方では，「今後も，経営陣の権力と権限，命令や意思決定，所得の違い（よ
り高額か低額か），上司と部下という実態は，残るであろうし，残るに違いない」
としつつも，「だが，誰もが，自分を『経営者』とみなして，基本的には経営
．．
責任
（managerial responsibility）である重責を全面的に引き受けるというような組織
を，つくりあげて指導していく課題もあるのである。基本的な経営
．．
責任というの
は，自分自身の職務や仕事仲間に対する責任（responsibility for his own job and 
work group），組織全体の業績と成果に対する自分自身の貢献に対する責任
（responsibility for his contribution to the performance and results of the 
entire organization），職場社会の社会的な課題に対する責任（responsibility for 
the social works of the work community） のことである」とされている（Ibid.：
284．同監訳上巻：469）。 
 まず，「自分自身の職務や仕事仲間に対する責任」については，つぎのように述
べられている（Ibid.：272-273. 同監訳上巻：449-450.）。「仕事を遂行してその仕
事の基準に合致させるために個々の職務を設計すること，および，これらの職務
を1つの共同体にまで統合するような仕事仲間を設計し組織化し内部関係を決め
ることは，労働者とその仕事仲間の責任であり，また，責任であるべきである」
（こうした職務設計には「職務充実」（job enrichment）も含み，こうした仕事仲
間設計等には「仕事仲間の構造や結合性」も含む）。このような責任が効果的に遂
行されるようになるのは，「労働者がその道の専門家である
．．．
という唯一の分野にお
いてその労働者の知識と経験を活用するため」である。しかも，異なった，仕事
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の種類，労働者の教育･技能･知識の程度，文化，伝統においても，このように責
任があるということについては「原理は同じである（the principles are the same）」
とされている。なお，労働者とその仕事仲間の責任には，つぎのようものも含ま
れている。「仕事をどのように
．．．．．
やるべきかについて十分に検討する責任」，「業績目
標の達成に対する責任，またその量と質に対する責任」，「仕事や職務や道具や工
程さらには自分自身の技能を向上させる責任」。 
 つぎに，「組織全体の業績と成果に対する自分自身の貢献に対する責任」につい
ては，第 21 章の結論で示されたものの，本文においては明確な形で叙述部分が
割かれてはいない。しかし，この責任の必要性は，「自分自身の職務や仕事仲間に
対する責任」についての叙述において，暗示はされている。 
 さらに，「職場社会の社会的な課題に対する責任」については，つぎのように述
べられている（Ibid.：272-273. 同監訳上巻：449-450. なお，「職場社会」は“plant 
and office communities”とも表現されている）。「労働者に成就感をえさせるた
めには，労働者は，職場社会に対しても実質的な責任をもたなければならない」
（To make workers achieving they must also take substantial responsibility 
for the work community）。職場社会は，個別の経営体における労働者の間に生
じた非公式的あるいは公式的な組織であるので，本来は，労働者あるいは職場社
会によって，自治的に運営･統治されなければならない。「職場社会に責任をもつ
ように要請されなければならない活動をあげていくと，無限に近い*」（*この種の
活動の多くは，私･ドラッカーの初期の著書とくに『会社という概念』（1946 年著）
と『新しい社会』（1950 年著）で述べられている）とされている。これらの活動
の中には，職場社会だけで担当するもの，および，経営者との間で共同･交渉妥協･
支援という形で調整されなければならないものも，含まれている。こうして一般
的には，職場社会（御用組合化しないように個別経営体を超えた産業別･職能別･
全国的･あるいは地域的な労働組合にバックアップされたもの）と事業経営者とに
よって労働者に対して二重的に（＝相互に責任を取り合い抑制しあい作用しあう
形で）人的統治されることのほうが，労働組合あるいは事業経営者の一方によっ
て単独に人的統治されるよりも，より合理的･正当であると主張されていたもので
ある。しかも，「私･ドラッカーは『産業人の未来』（1942 年著）において，『自治
的な職場社会』と名づけたもの，すなわち当時出現したばかりの大企業という社
会的組織体におけるコミュニティ，を提案した。それは日本という唯一の国でだ
け機能した」と回顧されることになったものである（Drucker, 2002：225-232；
上田惇生訳，2002：267-273）。なお，職場社会の自治に関連させて注目すべきも
のとして，「職場社会の意思決定つまり社会上の意思決定の背後にある原理（the 
principle）は，事業上の意思決定を分権化するということ（＝連邦分権制――河
野補記）の背後にある原理とあまり異質なものではない」，また，「統治は必要な
．．．
意思決定だけに限定するのが，統治に法則（a law）である」ということが示され
ている。 
 したがって，われわれは，ドラッカーの「責任労働者･経営組織論」は，日本的
経営のみならず世界の各地の経営も合理化することを志向していた，と理解する
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ことになったのである。 
 
4.ドラッカーの経営的意思決定論の意義 
4.1経営的意思決定についての「日本的アプロ－チ」 
 経営体において意思決定を下すのは経営管理者だけである。その意思決定につ
いて，技術･技法･用具は多く開発されてきているが，意思決定の本質的過程その
もの，あるいはそれを構成する重要な要素の面には十分なる関心が払われていな
い，とドラッカーは考えていた。「意思決定に対してシステマティックで標準化さ
れたアプローチを開発してきているのは，日本人だけである。日本人が下す意思
決定は，きわめて効果的である」として，第 37 章「効果的意思決定*」（The Effective 
Decision）（*この章は，私の以前の著書『効果的な経営者』（1964 年著）に負うと
ころ大である）（Ibid.：465-480.同監訳下巻：144-171.）をまとめている。 
 経営的意思決定についての「日本的アプロ－チ」が効果的である根拠(2)を，ま
とめる形で，ドラッカーは「日本人の意思決定方法の要点」（the essentials of the 
Japanese method of decision-making）を示した。「まず第 1 に，日本人は，何
について意思決定するのかを決めることに焦点をあてている。つまり，解答をえ
ることではなく，問題を明らかにすることに焦点をあてている。（原文改行）第 2
に，日本人は，反対意見を引き出そうとしている。つまり，合意がえられるまで
は，解答について議論がおこなわれないため，広範にわたる各種の意見やアプロー
チが提出されてきている。（原文改行）第 3 に，焦点は，『正しい解決法』をえるよ
りも諸代替案にあてられている。こうした過程からさらに，どの階層で，誰によっ
て，決定が下されるべきかが明らかにされる。最後に，この過程が，決定事項を
（組織全体に――河野補記）売り込むということを要らなくしている。意思決定の
過程のなかに効果的な実施方法があらかじめ組み込まれているのである。」 
以上の各要点に関連させて，ドラッカーはその後の議論を展開させている。 
 
4.2ドラッカーの経営的意思決定論の意義 
 以上のようにみいだされた日本人や日本の経営体における意思決定の特性は，
欧米でも世界各地でも適用できうることを，ドラッカーはつぎのように述べてい
る。「日本人がその意思決定過程に活用している原則（the principles）は，一般
に適用できる（generally applicable）ものである。それらの原則こそ効果的な意
思決定の核心である」，「欧米でも，こうした日本人の仕方に近づいてきている。
これは，少なくとも，タスク･フォースや長期計画や戦略やその他のアプローチが
成し遂げようとしていることである」。なお，これらの名称で進められた実際･実
例の中には，原則を守らないために，狙いを実現していないものも含まれてしまっ
ている。 
 前述した「日本人の意思決定方法の諸要点」に関連した各項目については，以
下のように，日本のみならず幾つかの国の事例も参考にされて考察されている。 
 ①は，決定すべき事項を決める過程，問題を解明する過程である。効果的な決
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定の出発点は，事実ではなく，未検証の仮説（untested hypotheses）たる諸見解
（opinions）の相違にもとづいている。異論や反対意見や代替案の提出を奨励し，
それらの検証のために論争する。これらによって，第 1 に，意思決定者が特別の
願いや先入観のとりこになることを，未然に防ぐからである。第 2 に，決定案が
実施段階において欠陥があるか状況不適応であると判明することになった場合に，
こうした反対意見（すでに考え抜かれ検討されたもの）が代案になりうるからで
ある。第 3 に，反対意見には，討論者の想像力をひきだす最も効果的な刺激剤・
挑戦者であるという意義があり，もっともらしい決定を，正しい決定に，さらに
優れた決定へと，変える効果があるからである。 
②は，決定すべきか否かを意思決定する過程である。決定すべき時は，何もし
なければ事態が悪化しそうなときであり，また敏速に行動しないと機会がなくな
りそうなときである。決定すべきでない時は，何もしなくてもうまくいきそうな
ときであり，また重要でなく着手しても代わり映えしないときである。これらの
中間の適切なところで決定すべきとされている。 
 ③は，意思決定過程のなかに，効果的な実施過程をあらかじめ組み込んでおこ
うとする過程である。決定を知るべき者，行動する者，取られるべき行動，目的
達成のための行動，これらの行動の業績基準や誘因などをあらかじめ明らかにし
ておくことが必要とされている。 
 ④は，正しい妥協点をみいだす過程である。ここでは，決定についての最低必
要条件を満たし，相反する諸目標や諸見解や優先順位の間に均衡をとることがめ
ざされる。 
 ⑤は，フィードバックの仕組みを意思決定のなかに組み込んでおく過程である。
この仕組みには，決定のための予測の明確な記録，フォローアップのための組織
的努力，組織だった中間報告と情報，経営者による情報の直接入手，などが含ま
れている。 
 以上のような意思決定過程において，提出を奨励された多方面からの諸見解を
もとにして，決定すべき事項を決める過程すなわち問題を解明する過程である第
1 の過程①が提起され，この点が他の諸過程にも関係づけられている点に，効果
性の主要根拠が求められている，と解釈される。しかも，ドラッカーは，それが
日本的な経営意思決定の特徴であると捉え，さらに，経営に一般的に適用するこ
とを推奨し，世界の各地の経営も合理化することを志向していた，とわれわれは
理解することになったのである。 
 
おわりに 
 以上においてわれわれは，ドラッカーが，日本と日本の経営をどのように見て
いるか，また，日本の経営慣行のうち何を重視し価値あるものとしているか，を
知る手がかりを明らかにしてきた。それと同時に，ドラッカーが，それらを，自
らの理論や主張の傍証として，あるいは出発点として，活用することによって，
日本の経営のみならず世界の各地の経営も合理化することを志向してきている，
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と理解し解釈することになったのである。この検討が，今後の課題とされる(3)。 
 
【注】 
(1) ここでドラッカーは，日米企業の一般的な資本コストについて，資本構成の違いも考慮し
て，具体的に数値を用いて示しているが，本論の論述展開に含めてしまうと，理解の上で混
乱の生じることも憂慮されるので，割愛することにする。 
(2) 経営的意思決定についての「日本的アプロ－チ」が効果的である根拠を，ドラッカーはつ
ぎのように示している。「日本の経営体は，企業であれ政府機関であれ，意見の一致をみるま
では議論を止めないといわれている。彼らはそうしてのみ意思決定を下すのである」，また「日
本では，意思決定の全過程は，どのようなものでなければならないか〔＝問題に対する解答
――河野補記〕についてではなく，意思決定が実際には何についてのものであるか〔＝問題
そのものの内容――河野補記〕を明らかにすることに，焦点をあてられている。その結果え
られるものが心の一致･合意であり，それまでの行動を変える必要があるか否かについての心
の一致･合意である」，さらに「われわれ西洋人が決定とよぶ段階に達したとき，彼らは行動
．．
の段階
．．．
に達しているという。この段階では，最高経営者は決定を，『然るべき人』（“appropriate 
people”）と日本人がよぶ人間に，任せてしまう」。 
(3) われわれはドラッカーの 74 年著における 3項目について以上のような考察をおこなった。
山城 章の所論（山城，1966，1977，1993；森本，1996）（「日本の経営（management in Japan; 
keiei in Japan）」，「日本的経営（Japanese way of management）」，「日本経営学（Japanese 
management）」，経営あるいは経営学の「一般原理（general principle）」など）との関係を
われわれは従来から意識してきているが，しかし，今日あるいは本稿においてもそれについ
ての具体的な考察にまでは至っていない。 
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